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Ⅰ 2011年1月期業績レビュー
（取締役 兼 常務執行役員 柴田 英夫）

■2011年1月期業績の概況
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■業績の概況◆各種指標の推移
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全国住宅着工戸数 788,410 戸 813,126 戸 24,716 戸
国土交通省　建築着工統計
調査報告より

（1月～12月）

首都圏戸建分譲住宅着工戸数 41,887 戸 54,196 戸 12,309 戸
国土交通省　建築着工統計
調査報告より

（1月～12月）

首都圏マンション分譲住宅着工戸数 40,041 戸 51,372 戸 11,331 戸
国土交通省　建築着工統計
調査報告より

（1月～12月）

当社戸建住宅の着工戸数 1,556 戸 3,155 戸 1,599 戸 （1月～12月）

首都圏着工戸数シェア 3.3 % 5.3 % 2.0 % （1月～12月）

現場規模平均戸数 6.5 戸 5.1 戸 -1.4 戸 今期着工した現場規模 （2月～翌1月）

平均土地面積 40.1 坪 38.3 坪 -1.8 坪 今期販売物件の平均土地面積 （2月～翌1月）

平均建物面積 29.9 坪 29.4 坪 -0.5 坪 今期販売物件の平均建物面積 （2月～翌1月）

自社販売比率（売上高） 48.3 % 47.3 % -1.0 % （2月～翌1月）

販売件数実績（戸建） 1,953 戸 2,285 戸 332 戸 （2月～翌1月）

平均販売価格（戸建） 3,381 万円 3,360 万円 -20 万円 （2月～翌1月）

販売件数実績（土地） 223 区画 259 区画 36 区画 （2月～翌1月）

平均販売価格（土地） 2,995 万円 3,421 万円 426 万円 マンション用地一括売却 （2月～翌1月）

販売件数実績（マンション） 141 戸 - 戸 - 戸 マンション事業の凍結 （2月～翌1月）

平均販売価格（マンション） 2,949 万円 - 万円 - 万円 マンション事業の凍結 （2月～翌1月）

40歳未満顧客層 69.9 % 69.9 % 0.0 % （2月～翌1月）

10/1 11/1 増減 備考



■業績の概況◆期初予想対比（連結）

売上高
9.7％増加

営業利益
63.0％増加

経常利益
74.1％増加

当期純利益
68.3％増加
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■業績の概況◆仕入契約時期別在庫と販売の状況（戸建）
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■業績の概況◆P/L要旨（連結）

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

売上高 80,775 100.0% 91,535 100.0% 10,760 -

　売上総利益 10,173 12.6% 16,808 18.4% 6,634 5.8P

販売費及び一般管理費 7,139 8.8% 7,742 8.5% 603 -0.3P

　営業利益 3,034 3.8% 9,065 9.9% 6,030 6.1P

営業外損益 -896 -1.1% -1,093 -1.2% -196 -0.1P

　　経常利益 2,137 2.6% 7,971 8.7% 5,833 6.1P

当期純利益 3,374 4.2% 6,797 7.4% 3,423 3.2P

10/1 11/1 増減 売上高の増加
+107億60百万円

売上総利益の増加
+66億34百万円

営業利益の増加
+60億30百万円

経常利益の増加
+58億33百万円

当期純利益の増加
+34億23百万円
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（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

売上高 15,871 100.0% 23,719 100.0% 22,245 100.0% 29,698 100.0%

売上総利益 3,136 19.8% 4,293 18.1% 4,259 19.1% 5,118 17.2%

販売費及び一般管理費 1,600 10.1% 1,985 8.4% 1,894 8.5% 2,262 7.6%

営業利益 1,536 9.7% 2,307 9.7% 2,365 10.6% 2,855 9.6%

営業外損益 -275 -1.7% -274 -1.2% -302 -1.4% -240 -0.8%

経常利益 1,260 7.9% 2,033 8.6% 2,062 9.3% 2,615 8.8%

四半期純利益 1,410 8.9% 2,033 8.6% 1,804 8.1% 1,548 5.2%

3Q
四半期（3ヶ月）

1Q 2Q 4Q



■業績の概況◆事業別・エリア別 販売実績（前年同期比）

注：10/1中古再生住宅は戸建住宅に含めて記載しております

エリア別 戸建住宅販売実績

注：11/1 東京エリアに高額物件が含まれております。

戸建住宅
累計販売戸数 40,000戸達成

土地
マンション用地の売却
建築条件付売地 +66区画
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件数
売上高

（百万円）
平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）

東京 735 29,439 4,005 731 29,393 4,021 -4 -45 15
埼玉 528 13,857 2,624 686 18,568 2,706 158 4,711 82

神奈川 502 17,086 3,403 589 20,362 3,457 87 3,276 53
千葉 188 5,658 3,009 279 8,464 3,033 91 2,806 24

合計 1,953 66,041 3,381 2,285 76,789 3,360 332 10,747 -20

10/1 11/1 増減

（連結ベース比較）

件数
金額

（百万円）
件数

金額
（百万円）

件数
金額

（百万円）

　戸建住宅 1,953 66,041 2,285 76,789 332 10,747
　土　　　地 223 6,679 259 8,861 36 2,182
（土地分譲） (93) (2,935) (63) (2,966) (-30) (31)

（建築条件付売地） (130) (3,744) (196) (5,895) (66) (2,150)
マンション 141 4,158 - - -141 -4,158

　計 2,317 76,879 2,544 85,651 227 8,771
3,286 5,223 1,937

417 410 -6
192 249 57

80,775 91,535 10,760

増減

その他事業

合　計

11/110/1

不動産賃貸事業

不 動 産
分譲事業

建築請負事業



■業績の概況◆事業別・エリア別 販売実績（四半期比）

エリア別 戸建住宅販売実績

注：4Q東京エリアに高額物件が含まれております。
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件数
売上高

（百万円）
平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）

東京 112 4,085 3,647 174 6,673 3,835 190 7,376 3,882 255 11,258 4,414
埼玉 154 4,001 2,598 141 3,824 2,712 163 4,404 2,702 228 6,338 2,780

神奈川 75 2,463 3,284 175 5,940 3,394 136 4,837 3,557 203 7,121 3,508
千葉 66 1,993 3,020 55 1,703 3,096 96 2,907 3,028 62 1,860 3,000

計 407 12,543 3,081 545 18,140 3,328 585 19,526 3,337 748 26,578 3,553

四半期（3ヶ月）

4Q1Q 2Q 3Q

（連結ベース比較）

件数
金額

（百万円）
件数

金額
（百万円）

件数
金額

（百万円）
件数

金額
（百万円）

　戸建住宅 407 12,543 545 18,140 585 19,526 748 26,578
　土　　　地 65 2,171 87 3,590 51 1,551 56 1,547
（土地分譲） (23) (590) (18) (1,675) (15) (516) (7) (183)

（建築条件付売地） (42) (1,581) (69) (1,915) (36) (1,035) (49) (1,363)

　計 472 14,715 632 21,731 636 21,078 804 28,125

989 1,819 994 1,420

111 109 104 84

54 59 67 68

15,871 23,719 22,245 29,698

1Q 2Q

不動産賃貸事業

四半期（3ヶ月）

3Q

不 動 産
分譲事業

建築請負事業

4Q

その他事業

合　計



■業績の概況◆販売費及び一般管理費

（単位：百万円）

10/1 構成比
（％）

11/1 構成比
（％）

金額 構成比

7,139 100.0 7,742 100.0 603 -

支 払 手 数 料 1,460 20.5 1,573 20.3 113 -0.2Ｐ

広 告 宣 伝 費 1,044 14.6 899 11.6 -145 -3.0Ｐ

人 件 費 2,605 36.5 3,063 39.6 457 3.1Ｐ

そ の 他 2,028 28.4 2,206 28.5 177 0.1P

販売費及び一般管理費

（連結） 増減
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（単位：百万円）

1Q 構成比
（％）

2Q 構成比
（％）

3Q 構成比
（％）

4Q 構成比
（％）

1,600 100.0 1,985 100.0 1,894 100.0 2,262 100.0

支 払 手 数 料 256 16.0 391 19.7 372 19.6 553 24.5

広 告 宣 伝 費 210 13.2 228 11.5 224 11.9 235 10.4

人 件 費 624 39.0 825 41.6 759 40.1 853 37.7

そ の 他 508 31.8 540 27.2 537 28.4 620 27.4

販売費及び一般管理費

四半期（3ヶ月）

（連結）

販売戸数増加に伴う
仲介手数料の増加



■業績の概況◆営業外損益

（単位：百万円）

10/1 11/1 金額

96 50 -46
993 1,144 150

支 払 利 息 765 810 45

融 資 手 数 料 164 284 119

そ の 他 63 48 -14

増減

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

（連結）

営業外費用
・借入平均残高

288億15百万円（前年同期比 +17億89百万円）
・平均借入利率

2.81％（前年同期比 -0.02P）

経常利益
79億71百万円
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（単位：百万円）

1Q 2Q 3Q 4Q

15 15 10 8
291 290 313 249

支 払 利 息 180 224 221 183

融 資 手 数 料 100 38 89 56

そ の 他 9 27 2 9

四半期（3ヶ月）

（連結）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特別損益
特別利益 69百万円

（受取和解金 64百万円）

特別損失 5億46百万円
（減損損失 5億10百万円）

※決算短信23ページ



■業績の概況◆B/S要旨
（単位：百万円）

10/1 11/1 増減 10/1 11/1 増減

流動資産 44,335 60,278 15,942 流動負債 30,078 37,831 7,752
現金及び預金 11,835 15,692 3,857 支払手形及び営業未払金 6,691 10,569 3,878
販売用不動産 4,956 9,509 4,552 短期借入金（注） 21,893 25,750 3,856
仕掛販売用不動産 23,067 28,915 5,847 未払法人税等 43 102 58
未成工事支出金 2,372 4,275 1,903 その他 1,449 1,408 -41
原材料及び貯蔵品 32 22 -9 固定負債 3,188 2,999 -189
その他 2,071 1,862 -208 負債合計 33,267 40,830 7,563

固定資産 16,291 13,948 -2,343
有形固定資産 15,118 12,716 -2,401 10/1 11/1 増減

無形固定資産 293 230 -63 資本金 7,809 7,809 -
投資その他の資産 879 1,001 121 資本剰余金 8,101 8,101 -

資産合計 60,627 74,226 13,599 利益剰余金 11,271 17,262 5,990
その他 177 223 45
純資産合計 27,360 33,396 6,035
負債・純資産合計 60,627 74,226 13,599
自己資本比率 45.1% 45.0% -0.1P
（注）　短期借入金には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

科　　　目 科　　　目

科　　　目
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総資産
たな卸資産 122億93百万円の増加
（完成在庫359戸 仕掛販売用在庫2,030戸 合計2,389戸）
（前期末 201戸 1,520戸 1,721戸）

総資産に占める有利子負債の割合
前期末 39.1％
当期末 37.1％



Ⅱ 振返りと今後の取組み
（代表取締役社長 兼 社長執行役員 西野 弘）

■ 2011年1月期の振返り
■ 2012年1月期の取組み
■ 2012年1月期業績見通しと足元の状況
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■2011年1月期の振返り
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■2010年1月期業績（連結） ■2011年1月期業績（連結）

前期業績を上回り増収増益！！

売上高 80,775百万円 売上高 91,535百万円

営業利益 3,034百万円 営業利益 9,065百万円

経常利益 2,137百万円 経常利益 7,971百万円

純利益 3,374百万円 純利益 6,797百万円

前期比13.3%UP（1.13倍）

前期比198.7%UP（2.99倍）

前期比272.9%UP（3.73倍）

前期比101.5%UP（2.02倍）



下期においても
17.4%の粗利率を確保

■2011年1月期の振返り◆基幹事業
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戸建分譲事業における在庫回転期間の継続と適正粗利の確保

年間を通じて、在庫のほぼ 100% がこの条件で販売

連結売上高 915億35百万円

土地仕入と販売のバランスを常に監視

適正な在庫水準を維持

月間販売能力の約6～7ヶ月分

在庫回転期間を徹底

仕入決済後8ヵ月以内

着 工 後 6ヵ月以内

年間を通じ、在庫のほぼ100%がこの条件下で販売

3,155戸の着工（前期比1,599戸増加） 2,544戸の販売（前期比 227戸増加）

土地仕入の厳選と

建物原価の抑制を継続

着工前契約が多く

価格交渉が少ない



■2011年1月期の振返り◆基幹事業（つづき）
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商品力の更なる強化

顧客が購入しやすい条件が整い
売上向上に寄与

より良い暮らし、資産性の高い住宅を提供するための取組に成果

住宅性能表示制度

設計住宅性能評価書 建設住宅性能評価書

住宅性能表示制度を尺度とした
様々な住宅性能関連制度へ対応

住宅エコポイント
フラット35S

2つのメリットに対応する
スペックを全棟で標準対応

オプション + 金利メリット

2つのスペックに全棟標準対応



資産運用商品（戸建賃貸＋アパート）18件の契約

*上記は契約ベース

■2011年1月期の振返り◆基幹事業（つづき）
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請負建築事業

品質・コストが評価され順調に増加

40,000戸を超える新築戸建ストックを活かした

「より丁寧な仕事と密なコミュニケーション」

中古領域：子会社ティ・ジェイホームサービス

来期は重要指標を徹底管理・運用

当期以上の成果が期待できる

法人請負 102件の契約

個人請負 40件の契約

外壁塗装などのリフォーム工事において高い評価

行動量と受注件数の因果関係把握

効果的な営業手法の共有

住宅ストック事業の成長に向けた
重要指標が明確化

財務基盤の構築

当社事業の安定正常化で強固な金融機関関係を構築

新たに銀行2行と取引再開

既存の取引金融機関から積極的な調達枠増加

来期の販売に必要な土地仕入資金枠は
安定的に確保



■2011年1月期の振返り◆基幹事業（総括）
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中古領域
子会社ティ・ジェイホームサービス

財務基盤の構築

一人当たり経常利益生産性

前期比３．６倍

戸建分譲事業における在庫回転期間の
継続と適正粗利の確保

商品力の更なる強化

請負建築事業



■2012年1月期の取組み◆新築戸建分譲分野における市場環境
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政府の各種住宅取得支援策

緩やかな景気回復

安定的な需要が継続

【需要面】

【供給面】

金融機関の融資姿勢が良化

各社の仕入が積極化
土地仕入価格の上昇

収入増加は期待できない

各社とも戸当たり
粗利益が低下

着
工
数
・契
約
数
で
は

前
年
と
同
水
準
ま
た
は
上
回
る

【大震災による影響】

材料調達の遅延
消費マインドの若干の冷えこみ懸念

今年度の着工・契約への影響は不透明



■2012年1月期の取組み◆各種政策と当社の取組み
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相次ぐ住宅購入促進策が継続して
消費者の購買環境は、制度面では非常に充実している

住宅取得資金の贈与による非課税枠の拡大（予想）

父母や祖父母からの住宅取得資金のうち非課税となる金額（非課税限度額）が増額
⇒ 500万円から1,500万円（平成23年分は1,000万円）に増額（2013年12月期限）

住宅ローン減税制度の継続

年末時の住宅ローン残高の一定割合を所得税（一部住民税）から控除される
⇒適用期限：2013（平成25年）年12月31日まで延長

長期優良住宅に対する追加減税（フラット35S）

購入する住宅が「省エネルギー性」「耐震性」「バリアフリー性」「耐久性・可変性」の
いずれか１つの基準を満たせば、フラット35の当初10年間、金利を1％引き下げ
⇒【フラット35】の借入金利を当初10年間1％引き下げ

（2011年12月期限、又は募集金額に達したら受付終了

住宅エコポイント
エコ住宅を新築された方やエコリフォームをされた方に対して一定のポイントを発行し
様々な商品との交換や追加工事の費用に充当できる
⇒エコ住宅の新築に対して1戸あたり30万ポイント付与（2011年12月期限）

住宅性能表示制度

設計性能評価書
建設設計評価書

【当社の取組み】

全棟で標準取得

長期優良住宅
全棟標準対応



■2012年1月期の取組み◆戸建分譲事業
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戸建分譲事業

市況に左右されない社内体制の強化
個々の打手を実行することで事業計画の達成を目指す

事業成長モデルの維持

販売と土地仕入のバランスを常に監視
適正な在庫水準の維持
柔軟な価格調整による早期販売
在庫の長期保有をしない体制の継続
仕入の厳選を継続
高い戸建粗利益率の維持

商品価値の更なる向上

更なるコスト削減 建物原価の抑制を継続

市場需要に対応した人気商品の開発、提供

新規エリアへの進出 中京エリアで進出



■2012年1月期の取組み◆請負建築事業
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請負事業

法人請負よりも収益性が高い個人請負領域において
「規格型注文住宅」の受注拡大に注力

個人請負商品ブランド「趣暮」
特徴あるコンセプトを持った暮らしを低価格で提供できる注文住宅

認知度向上と実際に「見て・触れて・実感して」いただくことが目的

東京都立川市「ABCハウジングワールド立川」に6つのコンセプトを織り込んだ
モデル住宅を現在建築中。5月のゴールデンウィークに完成オープン予定。

法人請負は安定的に確保を継続



■2012年1月期の取組み◆その他事業・経費抑制
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中古ストック領域

自
社
の
4
万
棟
に
及
ぶ
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建
分
譲
住
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ス
ト
ッ
ク
を
活
用

定期点検・修繕 きっかけづくり
リフォーム
大規模修繕

40,000棟にも及ぶストックを活用
契約までの重要指標の数値化
今年はより洗練された事業モデルへ進化の1年

＜中古リフォーム請負は市場の拡大を見極める時期＞

経費の抑制

当社事業の安定正常化に伴う営業外費用の抑制

既存の経営資源を最大限に活用し、事業シェア・事業領域の
拡大・コスト削減を実現

持続的かつ安定的な成長スキームの継続を目指す



■2012年1月期業績見通し
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（単体） （連結） （単位：百万円）

上期予想 下期予想 通期予想 上期予想 下期予想 通期予想

売 上 高 48,600 55,400 104,000 売 上 高 49,000 55,800 104,800
売上原価 40,600 46,300 86,900 売上原価 40,920 46,620 87,540

売上総利益 8,000 9,100 17,100 売上総利益 8,080 9,230 17,310
販売費及び一般管理費 4,070 4,320 8,380 販売費及び一般管理費 4,140 4,370 8,510

営業利益 3,930 4,790 8,720 営業利益 3,950 4,850 8,800
営業外損益 -480 -310 -790 営業外損益 -480 -320 -800

経常利益 3,450 4,480 7,930 経常利益 3,470 4,530 8,000
当期純利益 2,310 2,740 5,050 当期純利益 2,320 2,780 5,100

戸建住宅（戸） 1,422 1,596 3,018
売上総利益率（％） 16.4 16.4 16.4

2011年1月期

実績

2012年1月期

予想
前年対比

売上高 90,164 104,000 15.3%

経常利益 7,898 7,930 0.4%

販売戸数 2,544 3,018 18.6%



■足元の状況
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足元の状況足元の状況 （単体ベース 平成23年2月1日から平成23年3月20日現在までの契約済・契約予定数）

戸建
契約件数 731件
売 上 高 244億13百万円

土地
契約件数 55件
売 上 高 24億86百万円

合計
契約件数 786件
売 上 高 268億99百万円

上期予想に対する進捗率
契約件数
売 上 高

約6割
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Ⅲ 質疑応答
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本日は御出席いただき、誠にありがとうございました

今後とも、何卒変わらぬご支援をよろしくお願い申し上げます

お問い合わせ先

株式会社東栄住宅 総務部ＩＲ課

TEL 042‐463‐8845 FAX 042‐450‐0917

Touei Housing Corporation 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の
業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。将来の
業績は、経営環境等の変化に伴い、目標対比変化し得ることにご留意ください。

また、投資判断の参考となる情報の提供を唯一の目的としたもので、投資勧誘を目
的として作成したものではありません。

証券コード：8875


